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１　はじめに

富山県は、典型的な北陸地域の水田農業
地帯である。耕地面積に占める水田の比率
は、2018年において95.5％と全国一で
ある。農業産出額に占める米の比率も、減
少傾向にあるとはいえ、2016年において
も依然、67.3％を占めており、これも全
国一である。一方、富山県は工業をはじめ
とする他産業も発展しており、水田の流動
化が進展し、大規模水田作経営が形成され
てきた。また、集落営農組織の形成でも、
先進県の一つである。現在では、集落営農
組織を含めた大規模水田作経営が農業の中
核的な担い手となっている。
しかし、米需要の減退と米価の停滞に
よって、大規模水田作経営を取り巻く経営
環境は厳しさを増しており、新たな経営展
開を図ることが求められている。具体的に
は、新たな高収益作目を導入することで、
経営多角化を進め、米の依存度を下げ、収
益を拡大することが課題となっている。新

たな高収益作目では、野菜を中心とした園
芸品目が中核となっている。富山県では、
大規模水田作経営での野菜導入が進んでお
り、大規模水田作経営を主要な担い手とす
る野菜作が展開している。
本報告では、富山県の大規模水田作経営
の野菜作に焦点を当て、まず富山県の野菜
作の動向を統計で確認し、次いで富山県の
野菜振興の取り組みを紹介する。その上で
野菜作を導入している大規模水田作経営の
事例を２つ取り上げ、その特質と今後の可
能性について検討する。

２　富山県の野菜生産の動向

農業産出額と野菜産出額の変化をみると
2000年からの16年間で富山県の農業産
出額は16.7％減少しており、全国的にみ
ても際立っている（表１）。農業産出額の
減少の大きな要因は、米の低迷である。こ
の間の米の産出額の減少は133億円であ
り、農業産出額全体の減少とほぼ一致して
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【要約】

典型的な水田農業地帯である富山県では、稲作偏重の農業からの脱却を目指して、野
菜をはじめとする園芸作導入を推進している。農業全体に占める比率はまだ低いが、徐々
に生産を拡大しており、主な担い手は集落営農組織を含めた大規模水田農業法人であり、
水田を基盤とした野菜作が展開しつつある。大規模水田農業法人の野菜作は、既存の水
田農業と比べて労働集約的であるため、栽培面積の比率は低いが、収益面では主要な部
門に成長してきている。

野菜作導入で経営多角化を進める
富山県の大規模水田作経営
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いる。全国では、米の落ち込みを他の部門
の拡大でカバーすることで、農業産出額全
体の落ち込みを回避しているが、米の比重
が高い富山県では、他の部門でカバーする
ことができず、米の落ち込みがそのまま農
業産出額の減少につながっている。富山県
の農業では、米の落ち込みを補う振興作目
を見い出すことが課題となっている。
富山県の農業における野菜の比重は、産
出額でみれば2016年においても9.2％に
すぎない。全国の27.8％と比べると3分の
１となっており、全国で最低の水準である。
しかし、2000年からの16年間の農業部
門別の産出額の増減では野菜の産出額が最
も増えている。野菜産出額の増加が米の落
ち込みを補う効果は限定的であるが、中核
作目である米の落ち込みから野菜は期待の
作目となっている。
富山県では野菜作付面積が大きくなって

も、稲作が販売金額の大部分を占めている
のが特徴である（表２）。全国データでは、
露地野菜経営体の40.0％で販売額の首位
は野菜となっており、当然ながら野菜作付
面積が大きくなるほど、野菜生産が販売金
額に占める割合は高まり、野菜作付面積が
２ヘクタールを超えると、野菜が販売額の
首位である経営体の比率は７割を超えてい
る。一方、富山県では露地野菜経営の中で
野菜が販売金額首位である経営は13.5％
にすぎない。逆に稲作が首位である経営は
79.6％を占めており、富山県の露地野菜
経営の大部分は、稲作を基幹作目とした複
合経営であることがわかる。この構成は野
菜作付面積が大きくなっても、大きな変化
はみられず、富山県の野菜作は水田農業の
中で展開していることがわかる。
次に、露地野菜経営に占める組織経営体
の比率をみると、全国ではわずか1.8％で

表１　富山県と全国の農業産出額の変化
（単位：億円、％）

富山県 全国
総額① 野菜⓶ コメ ⓶／① 総額③ 野菜④ コメ ④／③

2000 800 40 581 5.0 91,295 21,139 23,210 23.2 
2001 787 41 574 5.2 88,813 21,188 22,284 23.9 
2002 786 45 570 5.7 89,297 21,514 21,720 24.1 
2003 835 42 637 5.0 88,565 20,970 23,416 23.7 
2004 752 43 569 5.7 87,136 21,427 19,910 24.6 
2005 758 37 556 4.9 85,119 20,327 19,469 23.9 
2006 726 37 533 5.1 83,322 20,508 18,147 24.6 
2007 624 39 443 6.3 82,585 20,893 17,903 25.3 
2008 673 38 485 5.6 84,662 21,105 19,014 24.9 
2009 642 40 455 6.2 81,902 20,850 17,950 25.5 
2010 615 49 412 8.0 81,214 22,485 15,517 27.7 
2011 672 49 476 7.3 82,463 21,343 18,497 25.9 
2012 692 50 492 7.2 85,251 21,896 20,286 25.7 
2013 643 52 446 8.1 84,668 22,533 17,807 26.6 
2014 581 52 377 9.0 83,639 22,421 14,343 26.8 
2015 617 51 404 8.3 87,979 23,916 14,994 27.2 
2016 666 61 448 9.2 92,025 25,567 16,549 27.8 

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
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あるが、富山県では10.4％を占めている
（表３）。さらに、作付面積をみると全国が
9.8％であるのに対し、富山県は33.9％に
達しており、富山県の野菜作の3分の１は
組織経営体によって担われていることがわ
かる。この比率は、鹿児島県に次ぐ高さで
ある。
富山県の野菜作のほとんどが水田農業の
中で展開していることを踏まえると、野菜
作を担う組織経営体は、大規模水田農業法
人と集落営農組織（注１）と考えられる。水田
農業の中核的担い手である大規模水田農業
経営が、野菜作においても中核的担い手と
なっている。富山県の農業における主要課
題である稲作偏重型農業からの脱却は、大
規模水田農業経営にとってこそ、切実な課

題であり、その方策として野菜導入に積極
的となっている。

注１：集落営農とは、集落を単位として、農業生産過程
の全部または一部について共同で取り組む組織を
いう。

３　富山県の野菜振興政策

稲作偏重型農業からの脱却を目指した園
芸部門の振興は、富山県農政の主要課題の
一つである。富山県では、2010年度から
農協ごとに戦略品目を選定し、園芸産地の
形成を目指した「1億円産地づくり」に取
り組んでおり、15の農協で延べ23品目が
戦略品目に選定された（表４）。

表２　露地野菜経営において稲作および露地野菜を販売金額首位部門とする経営体数
（野菜作付規模別）

（単位：経営体）

富山県 全国
全経営体

①
稲作
② ② / ① 露地野菜

③ ③ / ① 全経営体
①

稲作
② ② / ① 露地野菜

③ ③ / ①

全体 2,304 1,834 79.6% 310 13.5% 326,885 114,878 35.1% 130,757 40.0%
0.3ha 未満 1,711 1,462 85.4% 145 8.5% 191,185 94,213 49.3% 46,461 24.3%
0.3 ～ 0.5 286 175 61.2% 78 27.3% 42,868 9,784 22.8% 22,422 52.3%
0.5 ～ 1.0 198 120 60.6% 61 30.8% 40,799 6,552 16.1% 24,671 60.5%
1.0 ～ 2.0 62 42 67.7% 15 24.2% 25,632 2,836 11.1% 17,284 67.4%
2.0 ～ 3.0 27 20 74.1% 6 22.2% 9,546 753 7.9% 6,886 72.1%
3.0 ～ 5.0 13 11 84.6% 2 15.4% 8,306 475 5.7% 6,185 74.5%
5.0ha 以上 7 4 57.1% 3 42.9% 8,549 265 3.1% 6,848 80.1%

資料：農林水産省「2015年農業センサス」

表３　露地野菜経営に占める組織経営体の比率
（単位：経営体、ha、％）

露地野菜経営 うち組織経営体

経営体数 面積 経営体数 面積

全国 330,725 239,871 5,914 （1.8） 23,423 （9.8）
富山県 2,323 678 242 （10.4） 230 （33.9）

　注：組織経営体の項で左の数値は実数、右の(　)内の数値は全体に対する比率を示している。 
資料：農林水産省「2015年農業センサス」
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表４　農協別１億円産地づくり戦略品目
農協名 品目 農協名 品目

JA みな穂 さといも、もも JA いずみ野 えだまめ、いちご
JA くろべ ねぎ、にら JA 高岡 軟弱野菜、にんじん
JA うおつ ばれいしょ、ねぎ JA 氷見市 ねぎ
JA アルプス さといも、ねぎ JA となみ野 たまねぎ
JA あおば にんじん JA なんと にんにく
JA 富山市 ばれいしょ JA いなば はとむぎ
JA なのはな ばれいしょ、軟弱野菜 JA 福光 ブロッコリー、アスパラガス
JA 山田村 りんご

資料：富山県

表５　JAとなみ野のたまねぎ生産の推移
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

経営体数 24 104 116 98 92 98 105 112 107 131
栽培面積（ha） 8 58 63 60 53 66 83 103 118 192
出荷量（ｔ） 134 571 930 1,667 1,760 2,701 2,777 5,348 5,460 6,375

資料：富山県

この事業を実現するため以下の３つの改
善を行った。一つ目は、園芸品目の栽培が
可能な水田を確保するための排水対策の徹
底である。二つ目は、園芸品目生産の担い
手として、主穀作（水稲・大麦・大豆）経
営体と集落営農組織を想定し、その経営条
件に適した栽培体系の構築を実現するため
の機械導入である。三つ目は、水田地帯で
園芸作に関する経験の乏しい営農指導員の
園芸作に関する能力向上を図るための実証
圃などでのOJTである。
このような取り組みによって、富山県内
の園芸品目の生産は伸びたが、最も成功し
た事例は、ＪＡとなみ野のたまねぎである。
ＪＡとなみ野では2009年からたまねぎの
産地づくりに本格的に取り組み始めた。た
まねぎ栽培は、24経営体、栽培面積8ヘ
クタールで始まったが、2018年には生産
者131経営体、栽培面積192ヘクタール、
販売金額も4億円台に達している（表５）。
JAとなみ野では、たまねぎの産地形成の

ために関係機関と連携した技術指導体制を
確立するとともに、移植機、収穫機を導入
し、生産者にリースした。さらに、たまね
ぎ苗の共同育苗を行い、乾燥施設、出荷調
製施設を建設し、共撰共販体制を確立した。
これらの取り組みによって、10年で富山
県内トップの野菜産地に成長した（注2）。
しかし、「1億円産地づくり」のすべてが、
ＪＡとなみ野のたまねぎのように順調に発
展できたわけではない。期待したように生
産を拡大できていない産地も少なくない。
そこで、2017年に戦略品目の見直しも含
めた「1億円産地づくり加速化計画」を策
定した。その中では、従来の農協ごとの産
地形成とともに、全農富山県本部を中核と
して全県的に連携した広域産地が取り入れ
られ、その対象品目として、にんじんとキャ
ベツが採用された。
さらに大規模水田農業法人を選定し、経
営発展を個別に支援することで、主穀作と
園芸などを組み合わせ、周年的に所得と人
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材を確保する経営モデルの策定を目指した
「とやま型農業成長戦略チャレンジ支援事
業」を実施し、水田作と園芸作を組み合わ
せた高収益な農業経営体の具体像づくりを
進めた。

注２：参考文献

４　園芸作を導入した水田経営の事例

富山県の野菜作の主要な担い手として期
待されているのは、集落営農組織を含めた
大規模な水田農業法人である。従って、大
規模水田農業法人に野菜作が効率的に取り
入れられ、その経営発展につながることが、
野菜作振興の重要な鍵となる。そこで、大
規模な個別農業法人で古くから野菜作を導
入している農事組合法人サカタニ農産（以
下「サカタニ農産」という）および集落営
農組織で最近、野菜作を導入したたてやま
営農組合という対照的な２つの大規模水田
農業法人を取り上げ、その特徴と、その経
営的効果を検討する。

（１）　�野菜導入で先行する老舗の大規模水
田農業法人―農事組合法人サカタニ
農産―

最初に取り上げる事例は、富山県の大規
模水田農業法人の中でも歴史が古く、経営
規模でもトップクラスであるとともに、
野菜作導入でも先行してきたサカタニ農産
である（写真１）。サカタニ農産は、富山
県西部の砺

と

波
なみ

平野の一角、南
なん

砺
と

市にあり
（図１）、たまねぎの産地形成の事例として
『野菜情報』2015年７月号（注2）で報告し
たＪＡとなみ野の管内にあり、その中心的
な生産者の一つである。サカタニ農産は
1972年に法人化しており、50年近い歴
史を持つ水田農業法人である。設立時の経
営耕地面積は37ヘクタールであったが、
その後、規模拡大を続け、現在は398ヘ
クタールに達している。規模拡大に伴い、
小矢部市に有限会社やまだカントリーオヤ
ベを、砺波市に有限会社ヤマダ農産を分社
化し、現在は３法人によるグループ経営と
なっている（本報告でのサカタニ農産に関
する記述は、すべてサカタニ農産グループ
全体に関するものである）。

図１　事例経営体の所在地
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現在の品目別栽培面積は、水稲が290
ヘクタールで経営耕地面積全体の4分の3
を占めている（表６）。さらに水稲育苗ハ
ウスを利用してほうれんそうなどの軟弱野
菜を１ヘクタール、取引先の要望に応じて、
だいこんなどの露地野菜を１ヘクタール程
度栽培している。また、りんごを主体とし
た果樹を３ヘクタール栽培している。野菜
作を導入するまでは、水稲、大麦とともに
大豆が主要作目であったが、野菜作導入後
は徐々に作付面積を減らし、2017年から
大豆の作付けは中止した。
サカタニ農産で園芸部門を導入した目的

は、富山県農業全体で述べたことと同様に、
米需要の減退、米価低迷という経営環境下
で米依存からの脱却、経営多角化にある。
園芸部門の始まりは1992年にりんごを植栽
したことであったが、この段階から園芸部
門の中核は野菜作と考えており、果樹作は
園芸農業に慣れることも目的としていた。
野菜作は1998年に水稲育苗ハウスを利
用した軟弱野菜の栽培から始まった。水田
での野菜栽培は、2007年のたまねぎ栽培
が始まりで、農協によるたまねぎ産地づく
りがスタートする２年前である。水田での

野菜栽培でたまねぎを選択した理由は、水
稲収穫後に定植し、田植後に収穫となるの
で、水稲との作業競合が少ないこと、日持
ちがすること、田畑輪

りん

換
かん

を行う上で雑草問
題が少ないことである。2007年のたまね
ぎの作付面積は40アールであったが、そ
の後、順次面積を拡大してきた。2019年
には18ヘクタールに拡大する予定であり、
最終的には20ヘクタールの作付けを目指
している。たまねぎの栽培を始めた翌年の
2008年からキャベツの栽培も始めた。た
まねぎとキャベツを基幹品目として野菜作
を大きく拡大させてきたが、2017年から
はもう一つの基幹品目としてにんじんの栽
培を始めた。
現在の野菜の栽培品目は、たまねぎ、に
んじん、キャベツとなっており、それぞれ
の作型は図２のとおりである。基本的には
野菜作の前作で大麦が作付けられ、乾

かん

田
でん

化
か

が図られる。大麦の後にたまねぎ、キャベ
ツが栽培され、にんじんは直播きでたまね
ぎの後作で栽培される。キャベツでは、一
部で２期作が行われる（写真２）。大規模
水田農業法人の野菜作であり、水田利用、
労働力での水稲作との調整が、経営上の重
要なポイントとなっている。

表６　サカタニ農産の品目別
栽培面積（2018年）

（ha）

品目 面積

水稲 290 

大麦 76 

キャベツ 20 

たまねぎ 16 

にんじん 3 

果樹 3 

その他野菜 2 

合計 410 
資料：聞き取りにより筆者作成 写真１　サカタニ農産全景
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経営全体の耕地面積は400ヘクタール
ときわめて大規模であり、野菜のみの作付
面積も40ヘクタールと規模が大きいので、
省力的な作業体系の確立も大きな課題であ
る。サカタニ農産では、野菜専用の機械・
施設を積極的に導入し、省力化を進めてい
る（表７、写真３）。キャベツ収穫機の導
入も検討しているが、そのために生育を均
一化させることが課題となっている。サカ
タニ農産の従業員は31名でそのうち３名
は野菜専任であるが、2019年から野菜担
当者をさらに２名増やす予定である。
野菜の販売は、個別での直販が主体であ
る。農協で産地形成を進めているたまねぎ
では、16ヘクタールの栽培面積のうち10
ヘクタール分は農協出荷で、残りを直販で
販売している。キャベツ、にんじん、軟弱
野菜の大部分は直販である。直販の中で軟
弱野菜は地場の直売所と地元学校給食での

販売である。それ以外の露地野菜は、業務
用の契約販売である。現在、県内3社と隣
接する石川県の１社と取引している。その
中でも車で10分ほどの砺波市にある１社
で業務用取引の7割ほどを占めている。
2018年度はりんごの台風被害などのた
め、園芸部門（果実を含む）の売り上げは
4500万円程度に落ち込んだが、2017年
度の園芸部門の販売金額は8000万円弱
で、総販売金額の２割程度となっており、
将来的には園芸部門で売上額１億円を目標
としている。園芸部門の拡大で課題となる
のは、まず野菜作付けが可能な水田の確保
である。水田で野菜を栽培するためには排
水性が良好なことが不可欠であるが、その
ような水田は多くはない。経営する水田の
面積は約400ヘクタールだが、それでも
野菜作付けが可能な水田を確保することは
容易でない。もう一つの課題は労働力の確

表７　サカタニ農産の機械導入・設備の状況
品目 導入機械・施設 数量

たまねぎ

乗用型４条移植機 ２台

収穫機 ２台

乾燥貯蔵庫 １棟

キャベツ 乗用型１条移植機 １台

にんじん
播種機 １台

収穫機 １台

その他 冷蔵貯蔵庫 ２棟
資料：聞き取りにより筆者作成

図２　サカタニ農産の栽培体系

たまねぎ ○ ◎
にんじん ○

○ ◎
○ ◎ ◎

○ ◎ ◎
○播種 ◎定植 収穫

キャベツ

写真２　水田でのキャベツ作付

資料：聞き取りにより筆者作成
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写真４　いちごの直売所 写真５　いちごの栽培施設

保である。サカタニ農産の野菜作は、機械
化による省力化を図っているが、それでも
水稲作などと比べると労働集約性は高い。
雇用労働力の確保が難しくなっている中
で、安定して雇用労働力を確保することが
園芸部門拡大にとって必須の課題となって
いる。

（２）　�園芸作目の導入で経営安定を目指す
集落営農組織－たてやま営農組合－

次に取り上げるたてやま営農組合は、「と
やま型農業成長戦略チャレンジ支援事業」
で富山県の支援を受けた経営体の一つであ
り、富山市に隣接する立山町の上金剛寺集
落で組織された集落営農組織である。
1996年の設立で集落の農家のほぼ半数が
参加しており、現在の組合員戸数は18戸

である。集落の農地面積のほぼ８割を集積
しており、経営農地面積は48ヘクタール
である。
前述のサカタニ農産と比べると経営面積
は小さい。集落を基盤とした経営体であり、
面積拡大ではなく高単収品目の導入によっ
て経営の安定を図っている。
設立翌年の1997年には女性部を中心と
して、さといもとねぎの栽培を始めた。し
かし、栽培管理が難しく2年で中止し、そ
の後、だいこんなどの栽培も試みたが、う
まくいかなかった。そのような経緯のなか、
2004年に農業改良普及センターの支援を
受けて、ももを導入し、2006年にはりん
ごにも着手した。サカタニ農産と同様、本
格的な園芸品目の導入は果樹から始まって
いるのが特徴である。2008年には、町内
の４つの集落営農組織で協議会を設立し、
共同で掘り取り機、収穫用コンテナを装備
し、さといも栽培を再開した。さらに
2016年には新設した園芸用ハウスでいち
ごの高設栽培を始めた（写真４、５）。従
業員数は、2007年までは、常時従事者は
役員１名に正社員１名であったが、園芸部
門の拡大に伴い増員し、現在は役員１名、
正社員４名の常時従事者５人体制となって
いる。

写真３　サカタニ農産の冷蔵貯蔵庫
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2017年 度 の 経 営 面 積 は、 水 稲 が
72.1％、大豆が23.3％を占めており、従
来の水田作で95％を占めている（表８）。
園芸部門では、さといも95アール、いち
ごの施設15アールとなっており、もも、
りんごを合わせても１ヘクタール程度にす
ぎない。
一方、粗収益（助成金を含む）でみると、
水稲が酒米、飼料米を含めて4244万円で
ある。水稲苗販売も主要事業部門となって
おり、その粗収益は1428万円である。育
苗部門も含めた水稲関連の粗収益が5672
万円で、粗収益全体の58.3％を占めてい
る。さらに大豆の粗収益が1317万円あり、
大豆を含めた既存の水田作部門で粗収益の
71.8％を占めている。園芸部門では、い
ちごの粗収益が1269万円であり、大豆と
ほぼ同等となっている。次いでももが860
万円、さといもが509万円であり、りん
ごを含めた園芸部門の粗収益は2741万円
に達しており、粗収益全体の28.2％を占
めている。

土地利用では、園芸部門の比重はわずか
であるが、粗収益では３割近くに達してお
り、主要な経営部門に成長している。さら
に物財費（減価償却費を除く）を引いた粗
付加価値額では、園芸部門の比率は
41.1％に達しており、経営の基幹部門と
なっている。2018年度には、いちごの販
売額は1600万円程度に拡大する見込みで
あり、経営に占める園芸部門の比率はさら
に高まるとみられる。2019年度には、い
ちごの施設を新設し、栽培面積を倍増させ
る計画である。そうなれば、いちごが水稲
と並ぶ基幹品目となり、粗付加価値額では、
過半が園芸部門となるとみられる。
園芸部門の販売は、地場流通が主体と
なっている。さといもは、農協を通じた市
場出荷が７割で、直売所での消費者直販が
３割であり、市場出荷の比重が高いが、他
の園芸品目はすべて地場での消費者直販お
よび観光である。園芸品目の生産が小さい
富山県は、地場産の園芸品目に対する需要
が満たされていないと考えられ、地場流通

表８　たてやま営農組合の経営品目（2017年度）
面積

（ａ）
合計面積に対する

比率（％）
粗収益

（万円）
粗収益合計に対する

比率（％）
粗付加価値額

（万円）
水稲計 3,394 72.1% 4,244 43.6% 1,527 
　食用米 2,887 61.3% 3,626 37.3% 1,194 
　飼料米 356 7.6% 424 4.4% 229 
　酒米 151 3.2% 194 2.0% 104 
大豆 1,098 23.3% 1,317 13.5% 636 
さといも 95 2.0% 509 5.2% 377 
もも 62 1.3% 860 8.8% 689 
りんご 61 1.3% 103 1.1% 59 
いちご 15 0.3% 1,269 13.0% 995 
水稲苗 1,428 14.7% 878 

合計 4,725 9,730 5,160 
資料：聞き取りにより筆者作成 
注１：粗収益には、共済金、助成金が含まれている。
　２： 粗付加価値額は、粗収益から物財費（減価償却費を除く）を控除したものであり、ここでは共済金、助成金が含まれて

いる。なお、経営全体の減価償却費は412万円である。
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は潜在的可能性を秘めているといえる。た
てやま営農組合の園芸品目販売は、その地
場流通の可能性を生かしたものである。
たてやま営農組合は、大規模水田作経営
ではあるが、前述のサカタニ農産と比べる
と規模は小さい。既存の水田作であれば、
家族経営でもこなせないことはない規模で
ある。集落営農組織として、常時従事者を
安定して確保するためには、既存の水田作
を上回る収益を実現する必要があり、その
ための手段として園芸部門が導入されてお
り、収益からみれば、園芸部門が既存の水
田作部門を凌駕するほどの規模になりつつ
ある。

５　まとめ

集落営農組織を含めた大規模水田作経営
を中核とした農業が展開してきた富山県で
は、米需要が減退し、米価が低迷する中で、
稲作偏重の農業からの展開を目指し、野菜
をはじめとした園芸部門の導入拡大を目指
している。園芸作導入でも中核となってい
るのは、大規模水田作経営である。
本稿で取り上げた２つの事例から、野菜
を導入している大規模水田作経営の特徴を
整理すると、第一に面積からみると野菜作
の比重は低いが、収益からみると、２割を
超え、重要な部門になっている。しかも経
営体の規模が大きいので、野菜部門の販売

金額も数千万円の規模に達している。第二
に野菜作でも複数品目が栽培され、さらに
果樹も栽培しており、水田作部門も含めて
栽培品目は多く、多角化が進んでいる。経
営面積、従事者数ともに規模が大きいので、
多品目の栽培が可能であるとともに、経営
資源を有効に活用することが課題となる。
第三に野菜の販売先では、地場の比率が高
いことである。たてやま営農組合では、地
場の消費者直販が主体であり、サカタニ農
産でも、地元の加工工場が最大の納入先と
なっている。野菜生産の少ない富山県では、
地場野菜に対する需要はあり、大規模水田
作経営の野菜導入で有利な条件となってい
るといえる。
水田率の高い富山県では、米をめぐる厳
しい環境を背景とし、富山県の積極的な支
援もあり、大規模水田作経営を中核的な担
い手とする野菜作が展開してきている。野
菜作を導入している大規模水田農業法人
は、品目、販路を多角化しており、その経
営戦略に対応した産地形成を進めること
が、今後、重要となってくるであろう。ま
た、水田のすべてで野菜作が可能なわけで
はなく、排水性の良好な水田に限られる。
また既存の水田作に比べて労働集約性の高
い野菜作は、必要とする労働力が多い。こ
れらの課題を解決できれば、広大な水田を
有する富山県での野菜作拡大の余地は大き
い。
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